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3Wiley社との 転換契約 プレスリリース（2022.2.8）
⼤⼿商業出版社との転換契約は国内初

画期的な試みとして注⽬

世界に放て ⽇本発の研究成果
ワイリー社との契約転換 4⼤学が覚書締結 〔2022.2.18〕

東北⼤・東⼯⼤など、論⽂のオープンアクセス出版
に関する覚書に署名 〔2022.2.8〕

⽶学術誌と転換契約
東北⼤など、論⽂引⽤増期待 〔2022.2.23〕

⽇刊⼯業新聞 論⽂引⽤の増加期待、東北⼤などが⽶学術誌と
始める新ビジネスモデル 〔2022.3.5〕

電⼦版
論⽂オープン化で世界に発信
東北⼤など⼤⼿出版と合意 〔2022.3.9〕

https://www.tohoku.ac.jp/japanese/2022/02/press20220208-01-Axess.html

https://www.tohoku.ac.jp/japanese/2022/02/press20220208-01-Axess.html


4国内4⼤学とWiley社との電⼦ジャーナル転換契約の締結
国⽴国会図書館「カレントアウェアネス-E」での解説記事

https://current.ndl.go.jp/e2505
国⽴情報学研究所オンラインシンポジウムでの講演

映像 https://youtu.be/AIJKgNe4OW4
資料 https://www.nii.ac.jp/event/upload/20220909-08_Osumi.pdf

https://current.ndl.go.jp/e2505
https://youtu.be/AIJKgNe4OW4
https://www.nii.ac.jp/event/upload/20220909-08_Osumi.pdf


5次は Springer Nature社と10⼤学
共同プレスリリース（2022.11.21）

東北⼤など国内10⼤学、シュプリンガーネイチャーとオープン
アクセス論⽂出版の促進に関する覚書に署名 〔2022.11.21〕

論⽂の無料公開促進で合意
10⼤学、国際的な学術出版社と 〔2022.11.21〕

https://www.nikkei.com/article/DGXZRSP644392_R21C22A1000000/

https://nordot.app/967361072833511424 47NEWS Yahoo!ニュース
河北新報 東京新聞 神奈川新聞 神⼾新聞福井新聞 ⼭陽新聞⼤阪⽇⽇新聞

論⽂のオープンアクセス出版拡⼤ 研究成果の周知加速
10⼤学がシュプリンガー・ネイチャーと転換契約で合意

〔2022.11.25〕
https://sci-news.co.jp/topics/6916/

北海道新聞

研究論⽂誌の転換契約 東⼤など10⼤学
オープンアクセス推進 〔2022.11.24〕

⽇刊⼯業新聞 東⼤・早⼤・東北⼤・東⼯⼤…10⼤学が研究論⽂誌の転換
契約で試験プロジェクトを始める狙い 〔2022.12.13〕

https://newswitch.jp/p/34962

膨らむ学術論⽂の負担
〔とれんど 論説委員 ⼭⽥哲朗〕 〔2023.1.7〕

https://www.tohoku.ac.jp/japanese/2022/11/press20221121-01-oa.html

https://www.nikkei.com/article/DGXZRSP644392_R21C22A1000000/
https://nordot.app/967361072833511424
https://www.47news.jp/8599307.html
https://news.yahoo.co.jp/articles/f1071afab7f1fb1f7982f35683cf485f3f53c670
https://kahoku.news/articles/knp2022112101000862.html
https://www.tokyo-np.co.jp/article/215282
https://www.kanaloco.jp/news/culture/bunka/article-951585.html
https://www.kobe-np.co.jp/news/zenkoku/compact/202211/0015828128.shtml
https://www.fukuishimbun.co.jp/articles/-/1673302
https://www.sanyonews.jp/article/1332923
https://www.nnn.co.jp/dainichi/knews/221121/20221121095.html
https://sci-news.co.jp/topics/6916/
https://www.hokkaido-np.co.jp/article/763706/
https://newswitch.jp/p/34962
https://www.tohoku.ac.jp/japanese/2022/11/press20221121-01-oa.html


6背景︓ジャーナル購読と論⽂出版の⽀出上昇 〔東北⼤学の場合〕
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① 東北⼤学の電⼦ジャーナル等購読料 ② APC⽀出額 (推定)

l 10年間で 2.7億円の増加（約1.4倍）※原価の上昇、為替の影響
l APC（論⽂掲載料）も価格上昇、⽀払額も年々増加
l このほか、研究評価・分析ツールに年間約6,500万円の⽀出



7背景︓⾼額研究費を獲得できないとAPCが⽀払えない

出典︓⽂部科学省 科学技術・学術政策研究所, 科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2020）, 
NISTEP REPORT No.189, 2021年4⽉ https://doi.org/10.15108/nr189

https://doi.org/10.15108/nr189


8「転換契約」 とは

10

転換契約とは

大学図書館あるいは大学図書館コンソーシアムによる、学
術雑誌に係る出版社への支払いを、購読料からオープンア
クセス出版料（APC）に移行させることを意図した契約

尾城孝一. 学術雑誌の転換契約をめぐる動向. カレントアウェアネス. 2020, (344), CA1977, p. 10-15.
https://current.ndl.go.jp/ca1977
DOI: https://doi.org/10.11501/11509687

目的
•学術雑誌の購読料の値上げ問題を解決する（ビッグディールの代替）
•オープンアクセスを一挙に進める

UniBio Press セミナー（2022年11⽉24⽇）尾城孝⼀⽒ 講演資料より
https://www.unibiopress.org/files/pdf/20221124_1_2.pdf

https://www.unibiopress.org/files/pdf/20221124_1_2.pdf


9「転換契約」 とは

UniBio Press セミナー（2022年11⽉24⽇）尾城孝⼀⽒ 講演資料より
https://www.unibiopress.org/files/pdf/20221124_1_2.pdf

購読からフルOAへの移行

11
（参考）立原ゆり.オープンアクセス契約の類型化と課題.第9回学術コミュニケーションセミナー（月刊JPCOAR）.
2022年6月15日. https://doi.org/10.34477/0002000165

転換契約

https://www.unibiopress.org/files/pdf/20221124_1_2.pdf


10転換契約への挑戦 〔東北⼤学の場合〕
ジャーナル問題の打開策の⼀つとしての
「転換契約」モデル
・ 購読からオープンアクセス(OA)出版への転換
・ OA出版の拡⼤、購読料の抑制を⽬指す

購読料

⼤学が⽀払
APC

著者が⽀払
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APC
相当分

⼤学が⼀括⽀払
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APC
相当分

購読料
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APC
相当分

︻
転
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契
約
︼

︻
従
来
)
契
約
︼

→ →

別々に⽀出

初年 ２年⽬ ３年⽬

【Wiley社との転換契約パイロットプロジェクト】
► 契約期間︓2022年4⽉1⽇〜2024年12⽉31⽇（2年9か⽉）
► 契約条件︓購読額＋追加料⾦（2年⽬以降は価格上昇あり）
► 閲覧条件︓Wiley社パッケージの全タイトルを全て閲覧可
► 出版条件︓ハイブリッド誌で、所定の論⽂数まではOA出版可

※2023年からはフルOA誌も対象
(論⽂数の枠を超過した場合のOA出版はAPC割引)

【Springer Nature社との転換契約パイロットプロジェクト】
► 契約期間︓2023年1⽉1⽇〜2025年12⽉31⽇（3年間）
► 契約条件︓購読額＋追加料⾦（2年⽬以降は価格上昇あり）
► 閲覧条件︓SpringerLinkパッケージ等の全タイトルを全て閲覧可
► 出版条件︓Springer等のハイブリッド誌で、所定の論⽂数までは

OA出版可 ※Nature関連誌、フルOA誌は対象外
(論⽂数の枠を超過した分のOA出版はAPC定価)



11東北⼤学モデル
► 転換契約の枠組みでOA出版する場合、著者がAPCの半額を負担
► 著者から徴収した⾦額を「追加料⾦」の⽀払い、購読料への補填に充当

【東北⼤学における運⽤】

部局事務

著者負担分を
図書館へ振替

当該研究者へ
振替額を連絡

► 規程 「東北⼤学オープンアクセス推進に係る論⽂掲載料⽀援制度実施要領」 を整備
► 研究者の⽴替払いから図書館への⼀括振替移⾏による、⽀払⼿続きの簡素化
► 将来的に持続可能な体制となるよう、パイロットプロジェクト期間中に検証し、評価・判断

OA出版分担⾦額を算出し、
部局事務へ振替依頼

図書館

契約年終了時に
購読費と調整

出版枠超過後は
Wiley社へ
APC(5％割引)
を追加⽀払

→

各出版社の
OAワークフロー
管理システム

1)本学構成員であることを確認
2)半額負担可否・使⽤予算区分
を著者に確認

3)承認⼿続き

論⽂アクセプト OA出版申請

著者（研究者）
各出版社の

OAワークフロー
管理システム



12FAQ 1︓なぜ4⼤学だったか︖ → ⼤学群としての挑戦
⼤学群としてすすめるメリット
• ⼀定の規模感をもったOA枠の確保（スケールメリットあり）
• そもそも個別の⼤学単独では転換契約の交渉規模に⾄らない（論⽂数等）
⼤学群として検討をすすめる上での争点と課題
• ⼤学群として、誰が、どのように、マネジメントするか？
• OA枠をどのようなルールのもと、分配するか？

⾃然科学研究機構 ⼩泉周特任教授・統括URA 作成スライドに⾚字部分を追記

東北⼤学
（総合⼤学）

東京⼯業⼤学
（国⽴理⼯系）

東京理科⼤学
（私⽴理⼯系）

⼤学群
マネジメント

総合研究⼤学院⼤学
（研究機関の集合体）



13参考︓ジャーナル問題検討部会が要請する具体的取組

我が国の学術情報流通における課題への対応について
（審議まとめ）

令和３年２⽉１２⽇

科学技術・学術審議会情報委員会ジャーナル問題検討部会

https://www.mext.go.jp/content/20210212-mxt_jyohoka01-000012731_1.pdf

【⼤学等研究機関（執⾏部）】
• 関連データを収集した上で、各⾃の研究戦略に基づき、最適
な契約形態を定め、契約内容・経費配分を組み換えること。

• 各⾃の最適な契約形態等を定めた上で、同程度の規模や
契約状況等の⼤学等研究機関を契約主体としてグループ化
し、交渉主体を明確にする取組の検討を開始すること。

• 各機関が契約しているジャーナル等の情報を共有し、⾜りない
部分を補いあえるような有機的なネットワークを構築することに
ついて検討すること。

【⼤学等研究機関（図書館等の学術情報流通部⾨）】
• 関連データを収集、分析し、その結果を執⾏部と共有すること。
• APC⽀出額等、図書館だけでは収集が困難なデータについて
も、関係各部署と連携し、収集すること。

• ⾃機関の執⾏部のみならず、所属する研究者等へも現在の
⾃機関の状況等に係る情報提供、説明を積極的かつ丁寧に
⾏うこと。

https://www.mext.go.jp/content/20210212-mxt_jyohoka01-000012731_1.pdf


14Wiley社転換契約も 2023年1⽉からJUSTICE会員館に拡⼤

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000004.000088592.html

＜新たな14⼤学＞
岩⼿⼤学
埼⽟⼤学
東京⼤学
電気通信⼤学
⼭梨⼤学
信州⼤学
福井⼤学
三重⼤学
京都⼤学
九州⼯業⼤学
東京都⽴⼤学
慶應義塾⼤学
神奈川⼤学
沖縄科学技術⼤学院⼤学

計18⼤学に拡⼤

＜先⾏4⼤学＞
東北⼤学
東京⼯業⼤学
総合研究⼤学院⼤学
東京理科⼤学

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000004.000088592.html


15FAQ 2︓学内の合意形成は︖→ 学内での情報共有・議論
◆ 図書館ウェブサイトにジャーナル問題に関する解説を掲載
（これまで開催したセミナーの資料・動画等も掲載）

http://www.library.tohoku.ac.jp/research/journalissues.html

◆ 学内研究者・職員を対象としたセミナーの開催

□ 学術雑誌の動向に関するセミナー2019
⼤隅典⼦附属図書館⻑が学内6か所で講演（2019.4〜9）

□ ジャーナル問題に関するセミナー 2020〜2022
第1回（2021.3.4）
演題︓ジャーナル問題をどのように判断するか︖
講師︓NII 船守美穂准教授

第2回（2021.5.27）
演題︓研究のマス化とデジタル時代における研究評価
講師︓NII 船守美穂准教授

第3回（2021.10.18）
演題︓トークセッション「東北⼤学のジャーナル問題を考える」
講師︓学内教員4名＋附属図書館⻑

第4回（2022.5.18）
演題︓Wiley転換契約パイロットプロジェクト説明会

第5回（2023.3.15）
演題︓Springer転換契約パイロットプロジェクト説明会

http://www.library.tohoku.ac.jp/research/journalissues.html


• ⼤学として持続可能なモデルを⽬指した（財源の⾯で）
Ø 著者の負担⾦を、転換契約追加料⾦と、購読料へ充当

• 公平性に配慮︓分野の違い、掲載誌ごとのAPC⾦額の違い

• 「三⽅よし」の説明
Ø 著者︓通常のAPC額よりも⼤幅に負担減
Ø 部局︓購読料へ振り替えられれば、部局も負担減
Ø ⼤学︓OA論⽂増により、学内研究成果の発信強化

• 負担⽐率はわかりやすさを最優先 → APC定価の50% (半額)

16FAQ 3︓なぜ著者の負担を半額に︖



17参考︓転換契約における⼤学のAPC負担例

① 著者に⼀定の⽐率の負担を求める
ex. 著者が50%負担（東北⼤学）

② 著者に⼀定の⾦額の負担を求める
ex. 著者が5万円負担

③ ⼤学が⼀定の⾦額を負担＋著者が残額を負担
ex. ⼤学が1,000ドル負担（カリフォルニア⼤学）
“multi-payer model”

④ トップジャーナルに掲載された場合、⼤学が負担
⑤ 著者負担なし（「当⾯」を含む）



18Wiley社転換契約の実施状況 〔東北⼤学の場合〕
2018
(H30)

2019
(R01)

2020
(R02)

2021
(R03)

4か年平均 2022
(R04) 転換契約開始
1-3⽉ 4-12⽉ 合計

A) ハイブリッド誌
【2022年転換契約対象】 211 172 188 187 190 100% 55 108 100% 163

A1) OA選択 13 9 26 21 17 9% 7 45 42% 52

A2) OA⾮選択 198 163 162 166 173 91% 48 63 58% 111

B) フルOA誌
【2022年転換契約対象外】
※2023年から転換契約対象

18 26 24 41 27 11 30 41

C) 合計（=A+B） 229 198 212 228 217 66 138 204

※ OA論⽂（=A1+B） 31 35 50 62 44 (Cの)
20% 18 75 (Cの)

54% 93

転換契約により
OA出版率UP

※東北⼤学構成員が Corresponding Author (責任著者) の論⽂



19Wiley社転換契約の実施状況 〔東北⼤学の場合〕

教授
37%

教授
29%

教授
36%

准教授
17%

准教授
24%

准教授
11%

講師
23%

講師
19%

講師
4%

助教
20%
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19%
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33%

院⽣・
学部⽣
3%

院⽣・
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研究
員等
3%

研究
員等
4%
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2022年4⽉〜12⽉



4. 転換契約開始：2022年4〜12⽉ (1) 東京⼯業⼤学の場合 12

OA論⽂数、OA出版率の⼤幅増加になったのか？ ⇒ YES

2.6% 4.2% 3.3% 7.3%
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Wileyとの転換契約（2022年4⽉開始）の実績
OA論⽂数

OA出版率

• 東⼯⼤所属研究者がcorresponding author
（責任著者）のOA論⽂数、及びOA出版率

• OA出版率 ＝ OA論⽂数 / 全論⽂数

• 2022年は、2022年4⽉〜12⽉分のOA論⽂承
認の実績値（59報）を12か⽉分に換算して
算出

※東⼯⼤は、2022年度は著者負担なしで運⽤
しました。

20参考︓Wiley社転換契約の実施状況 〔東京⼯業⼤学の場合〕

Wileyウェビナー（2023年2⽉16⽇）茂出⽊理⼦⽒ 講演資料より
https://researchmap.jp/kojinsawako/presentations/41456667

https://researchmap.jp/kojinsawako/presentations/41456667


21参考︓Wiley社転換契約の実施状況 〔東京⼯業⼤学の場合〕

Wileyウェビナー（2023年2⽉16⽇）茂出⽊理⼦⽒ 講演資料より
https://researchmap.jp/kojinsawako/presentations/41456667

4. 転換契約開始：2022年4〜12⽉ (1) 東京⼯業⼤学の場合 13

若⼿研究者がOA論⽂出版できているのか？ ⇒ YES

教授
40.7%

准教授
27.1%

助教
16.9%

⼤学院⽣、研究員
15.3%

CAは教授、⼤学院⽣がfirst authorの論⽂がOA出版された例

東京工業大学 理学院化学系 前田研究室 HPから引用

D2安大賢くんの論文がAngew. Chem. Int. Ed.誌に掲載。アルファ型の
酸水酸化鉄（土壌鉱物）がCO2を高選択的にギ酸へと変換する触媒と
なることを発見しました。高エネ研・野澤先生、本学・横井先生との共
同研究成果です。

論文はオープンアクセスで公開中です。

雑誌のフロントカバーにも選ばれました。

https://doi.org/10.1002/anie.202204948

2022年4⽉〜11⽉分のOA論⽂承認の実績値（59報）
の責任著者職位別の分析

https://researchmap.jp/kojinsawako/presentations/41456667


222023年1⽉以降の転換契約実施状況 〔東北⼤学の場合〕

2023
(R05)

1⽉1⽇-3⽉9⽇

A) ハイブリッド誌
【2023年転換契約対象】 28 100%

A1) OA選択 11 39%

A2) OA⾮選択 17 61%

B) フルOA誌
【2023年転換契約対象】 15

C) 合計（=A+B） 43

OA論⽂（=A1+B） 26 60%

【Wiley社】

2023
(R05)

1⽉1⽇-3⽉15⽇

A) ハイブリッド誌
【2023年転換契約対象】 29 100%

A1) OA選択 12 41%

A2) OA⾮選択 17 59%

【Springerジャーナル】



•Bigger Deal?
• 移行期間は、アクセスと出版の両方に支払い
• アクセスできる学術雑誌だけでなく、出版できる学術雑誌も大手商業出版社に独占さ
れるのではないか

• 中小出版社が排除

•人文社会系の研究コミュニティやグローバルサウスの研究者か
らの反発
• 助成金が得られない研究者は出版できない→アクセスの格差からパブリッシュの格差
へ

•APC
• 購読料と同様に値上がりを続けるのではないか

•バックファイルへのアクセス
• 過去に出版された論文はOAにならない

30

転換契約の問題点

23課題

UniBio Press セミナー（2022年11⽉24⽇）尾城孝⼀⽒ 講演資料より
https://www.unibiopress.org/files/pdf/20221124_1_2.pdf

https://www.unibiopress.org/files/pdf/20221124_1_2.pdf


24課題

UniBio Press セミナー（2022年11⽉24⽇）林和弘⽒ 講演資料より
https://www.unibiopress.org/files/pdf/20221124_2_2.pdf

Gold OAの課題

20

1. 質の保証：粗製濫造を招くリスク
◆ OA出版者の乱立（沢山発行すれば事業高は増え、コストをかけなければ利
益率が上がる）

◆ ハゲタカ出版者、詐欺出版者の存在
◆ ただし質の良いOA誌も存在する（研究者コミュニティ次第）

2. APC（$0-$5000）の設定根拠
◆ 出版のコストはいくらが適正なのか
◆ 出版者の言い値になっていないかどうやってチェックするか

3. お金がないと論文発表できない→研究者格差、研究領域格差を生む
リスク
◆ 研究費が相対的に多いSTM（科学・技術・医学）分野でないと対応できな
い。人文社会科学ではどうするか。

4. （質の高い）OA誌で発行したことに対する
研究者コミュニティの評価が確立していない
◆ トップジャーナルの多くは購読費モデルを採用

https://www.unibiopress.org/files/pdf/20221124_2_2.pdf


• 他の出版社への拡充

• 他⼤学、コンソーシアム（JUSTICE）との連携強化

• パイロットプロジェクトの効果の測定

• 転換契約⾃体の評価
• 転換契約は⼿段であって⽬的ではない

• オープンアクセスも⼿段であって⽬的ではない

25今後の展開
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